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はじめに
いかなる社会でもその社会の社会的労働の内容と性格に一致した労働者養成(職業訓練)シ
ステムが存在している。また同時に，科学技術進歩にともなう労働の技術的内容と性格の変化
はどの社会においても必ず労働者養成システムの変化(改善)を必要とするであろう。ただし，
それが労働の社会的内容と性格の社会主義的変化(そして深化)とのいかなる関連のもとで生
じているのか一一一一これが問題なのである。
生産手段の社会的所有にもとづく社会主義社会では，その社会の社会的労働の内容と性格に
照応した(資本主義社会とは異なる)技能労働者養成原則が存在し，それが制度として具体化
されている。プリニエル (M. IIJIHHep) とツヴェタエフ (B. IJ;BeTaeB) の理解に従えば，ソ連
邦では，革命直後から，物的生産要閃と人的生産要因の一致法則，労働転換の法則といった労
働力再生産の経済法H日の作用だけではなく，社会主義の特殊法則をも反映した職業訓練原則
。IPHHD;Hllhl llO，ll;llOrOBKH 可eJIOBeK8 K TPY町)が公式化され具体化されてきた。すなわち，以下
の原HIJ である。
(1) H3MeHeHlle CO且epmaHIIH 1 xapaKTepa Tpy耳a B yCJIOBIIHX pa3BIIToro ∞耳目制113Ma ， JIry , 1982, cTp.102-105. 
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1.教育と生産労働の結合原則
乙れはマルクスとエンゲルスによって提起きれレーニンによってヨリ一層展開された考え方で
あり，現在の憲法でも「…・・・学習と生産の結合を基礎とする職業技術教育…-一J (第45条) と
明確に示されている。
2. 中央集中的な国家的職業技術教育網の生成・発達とともに，社会主義企業も若年者の教育
センターへと転化するという原則
ここには，社会主義企業とは社会の社会経済的細胞であると同時に，強力な文化発祥の地であ
り一種の教育センターである，との認識が，存在している。
3. 職業教育と共産主義的育成の統一原則
乙れは社会主義のもとでの職業技術教育制度全体の創設と発達の根底に横たわる原則であり，
クルプスカヤ (H. }\pyncKaß) によってつぎのように説明されてきた。レーニンは単に“労働
力"や“労働技量"の養成だけではなく新しい技術基盤の意識的建設者の育成をも配慮していた。
彼は労働力養成と新しい技術基盤の意識的建設者の養成を分離しなかったのである。
4. 個人的利害と社会的利害の結合原則
勤労者の社会的利害，集団的利害そして個人的利害の結合は，社会主義企業の枠内では，労
働教育や職業指導活動，生産の物的側面の計画化と社会経済的過程の統一，勤労者の継続的な
養成訓練と一般教育水準の向上という方向で，実現されている。
乙れらの原則が(一連の教育施設に代表される)国家的な職業技術教育制度と直接生産内の
労働者養成・教育訓練制度で具体化されている。
労働者の養成とは技能労働者 (KBaJIH蜘D;HpoBaHHhIil: pa60明白)の養成の乙とである。技能
労働者とは特定の職種(専門)に関して一定の技能資格を認められたいわば「一人前の労
働者」である。乙の「一人前の労働者」になるためには，それ相応の訓練をうけ必要な理論
知識と実践的な技能を身につけることが必要であり，そのような訓練がソ連邦では一連の教
育施設においてそして企業で直接におこなわれている。
ソ連邦では，乙の技能労働者が，職種 (npoやeCCHß) ，専門(CneD;HaJIhHOcTh) そして技能
資格 (KBa耳目蜘KaD;Hß) によって，お互に識別されている。職種とは労働者の生産上の肩書
(aBaHHe) であり，乙れが労働者の一定の労働活動への所属をノβ している〔類 (pO瓦)概念〕。
専門とは所与の職種の範囲内における具体的な活動領域である〔種 (BH~) 概念〕。たとえ
ば，坑夫(職種)が，先山(採堀坑夫)，穿孔機工，コンパイン工などの専門に分かれてい♂
(2) 例えば，海道進著『経営労働論 第 2 巻万法論(中) .! ，千倉書房，昭和52年， 91ページを参照の乙と。
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技能資格とは，一定の複雑さの作業を遂行するために必要な，一般および専門教育，職種
上の技能そして生産上の経験の総体であり，作業の等級 (1- 6 等級)に照応する。 1-2
等級の技能資格の労働者は半・未(低級の)技能労働者であり， 3 -4 等級のそれは(中級
の)熟練労働者であり， 5 -6 等級のそれが高熟練労働者である。彼らはつぎのように分布
している。
表 1 工業労働者の賃率等級ごとの
配分 (6 等級表，全体への%)
(出典) H. MapKoB, CO~Ha呂田TH'IeCKHß Tpy耳 H ero 
6y凪y~ee， TIOJIHTH明aT ， 1976, cTp.28. 
職種，専門そして技能資格が労働者の生産プロフィールを構成している。この技能労働
者とそのための職業訓練期間との関連を示したのがつぎの表である。
表 2 職業訓練期間の長さで分類した
技能労働者の 4 つのタイプ
1.高熟練労働者 中等職業技術学校 (3 -4 カ年) , 技術学校(e5-2 カ年) ，中等専門
(5 - 6 等級〕 教育施設 (2 - 4 カ年)
中等職業技術学校(3 カ年) ，普通職
2. (中級の〕熟練労働 業技術学校( 2 カ年) ，技術学校( 1 
者 (3 - 4 等級〕 -2 カ年) ，企業内講習網における
生産教育 (6 カ月-.1カ年)
3. (低級の〕半・未熟 企業内の短期間の職業訓練練〔技能〕労働者
(2 - 5 カ月)
(1-2 等級〕
4. 不熟練労働者 数週間の現場教育あるいは実習〔見習工〕
(出典) Pa60'lHﾟ H HHmeHep, MLICJIh, 1985, cTp.53 
から作成。(( J 内は宮坂)
本稿では後者に焦点をあわせてソ連邦の職業訓練制度を検討したい。だが後者すなわち企業
内技能教育は複雑な体系であり，ソ連邦でも文献において充分に理論的に研究されまた実践的
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にも検討されてきているわけではない。従って，本稿でも，とりあえず(研究の)第 1 段階と
して(労働者を対象とした)その実態を正確に把握する乙とを主目的としている。
2. 企業内新規技能労働者養成システム
ソ連邦では，一人前の労働者として認められ(企業に代表される)一定の組織において働き
続けていくために必要な知識・技能・資格を与える職業訓練は，すでにあきらかにしたととし
職業技術学校において実施されている(拙稿「ソ連邦就職斡旋制度」参照)が，同時に直接生
産においてもおこなわれている。後者がいわゆる企業内技能教育訓練に相当する。そして，乙
れは大きく 2 つに分けることができる。まず第 1 は企業内新規技能労働者養成(教育訓練)
(rrOArOTOBKa HOBhlX KBanl坤，.u~.upOBaHHhlX pa6oQ.ux Ha rrpo.u BBO瓜CTBe) というべきものであり，こ
れが「職種(専門)を習得する最初の段階」 13七、ある。そして，生産の改善につれて，従業員
は自己の技能資格(熟練)をたえず向上させる乙とをせまられる。すなわち，一面では，従業
員が自己の知識や経験を深化させ生産技術を改善し，他面では，科学技術進歩が勤労者の文化
技術的水準および生産上の技能資格のたえざる向上を要求していくのである。かくして，すで
に職業養成をうけた技能労働者の技能資格の向上を目的として企業内職業訓練が実施されるこ
とになる。乙れが技能労働者技指資格向上教育訓練 (rrOBhlmeH.ue KBa耳目φ.uKa~.u.u KBan.uφ.u~.up­
OBa即日x pa6oQ.ux) といわれているものである。
新規労働者養成と技能資格向上のほかに再教育訓練 (rreperrOArOTOBKa) としサ概念も存在
している。ただし，すべての論者が必ずしも乙れに関して同一の解釈をしているわけではな
いようである。例えば，労働者要員の再教育訓練が独立した職業訓練形態として理解される
乙とがある。すなわち，「技術進歩や生産改善の影響をうけて……企業で職を失った労働者
が新しい職種を習得したいと希望した場合には，再教育訓練が組織される。また，職種を変
えたいと望む労働者も再教育訓練をうける J5) と。だが他方で，「労働者の再教育訓練は，
最初の教育で得た知識や技能を拡大し深めること，すなわち，労働者の技能資格の向 kある
Ll2転職〔職種(専門)を変える乙と一一引用者〕を，意味している」 16)(傍点引用者)と
理解され，乙乙では，事実上再教育訓練が技能資格の向上と同一視されている。本稿では，
(3) OCHOBLI H8y'lHOIl: opr8HH呂町四 TPYA8 H8 rrpeAIIPHRTHH, IIpoやHaA8T， 1976, cTp.176. 
(4) CM., I. IIeTpo'leHKo H 耳py. ， :3KOHOMHK8 TPYA8 B rrpOMLlm.lIeHHOCTH, :3KoHoMHK8,1978, cTp.255. 
(5) M. KOBpHrHH, IIo耳rOTOBK8 p860司HX K8ApOB B YωOBHßX H8yqHo-TexHH'IeCKOIl: peBO.lIIOI\HH, IIpoφE明8T ， 1981, 
CTp.82. 
(6) OCHOBHLle rrp06.lIeMLI P8I\HOH8品Horo Hcrro品3OB8HHß TPYAOBLlX pecypωB B cccP, H8YK8,1971 , cTp.307. 
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再教育訓練とはいずれにしても新しい職種(専門)を習得する乙とであるとの理解から，
後述のごとし新規技能労働者養成の一部として扱ってい♂
企業内新規技能労働者養成(教育訓練)とは，ソ連邦職業教育国家委員会に承認されている
職種をいまだ取得していない人々あるいは新しい職種や専門を獲得しなければならない人々
を対象とした職業訓練である。すなわち，このタイプの教育訓練の対象となる新しい職種(専
門)の獲得をめざした新規労働者 (HOBhIß pa60QIIß) はあ守たに企業で採用された労働者の
すべてではなく，中等学校を卒業してすぐに就職し職種(専門)をいまだ獲得していなかっ
たりあるいは一定の職種を獲得していたが労働契約の締結にあたってその職種(専門)を変
えざるをえなかった(例えば，就職先の企業の生産の性格が特殊なためにあるいは所定の専門
への需要が極めて限定されたものであるために職業技術学校で養成されていなかった職種が
要求された児いままで獲得し勤めていた職種とは異なる職種を要求された場合)労働者のこ
とであと特定の職種の「一人前の労働者」を養成することがこの職業訓練の目的であれ彼
らは，職業訓練プログラムに従って，初等レベル (HaQaHbHaH YPOBeHb) の職業訓練をうける乙
とを義務づけられている。
企業内新規技能労働養成(教育訓練)で(本人にとって)新しい職種(専門)を獲得し教育
訓練終了後その職種(専門)で少なくとも 2~3 年技能労働者として働く契必もお乙なってそ
れぞれの企業にはいった生産人員範障は一一必ずしもそのすべてではない一一「一人前の労
(7) í多数の企業において，新しい職種の仕事l乙就くすべての労働者あるいはその一部分の再訓練の必要性が
生じる。生産の機械化・自動化，労働生産性の向上，……・作業の完成等々に関連して…・・企業内で、職を失っ
た労働者への新しい職種の教育は，企業内で……また職業技術学校で・…一組織されるせ (E. BOII'IeHKO, IIJIa-
HHpOBaHHe H opraHHBa~Hß pa60ThI OT耳eJIa Ka岬OB， C可aBOQHOe rroco6He, BHI:~a WKOJIa, 1981 , cTp.160.) 
(8) í…一職業技術学校は極めてポピュラーな大衆的な職種に関して労働者を養成するだけであり，要員への
……企業の需要を完全に満たしておらず，個々の企業の特殊性を考慮せず，一定のプロフィールの労働者を
保障していない。それ故l乙，職業技術学校を終了した労働者も企業において学ばねばならないのである叫
(H_ Rp即OB， Hay可Haß opraHHBa~Hß TpYAa B XOJIOAHJIbHOl: rrpo阻WJIeHHOCTH ， IIHm;eBaﾟ  rrpOMhlWJIeHHOCTb, 1975 
1975, CTp_ 99. ) 
(9) í労働者養成とは労働者が新しい職種あるいは専門職を習得する企業内技術教育のことであれ彼がはじ
めて勤めたとか他企業から移ってきたとかその企業で他の専門職に就いて勤務していたとかには関わりない叫
(OpraHHBa~Hß H rrJIaHHpOBaHHe TPY耳 a B yrOJIbHO直 rrpOMhlWJIeHHOCTH ， HeApa, 1972, CTp_ 99_ ) í要員の養成とは
初めて生産l乙参加した労働資源とそ乙 lこすでに従事している働き手l乙新しい職種と専門職を教育することで
ある叫 (aKOHOMHKa rrpOMhlWJIeHHOCTH CCCP, Bhlwal:waﾟ WKOJIa , 1975, CTp. 531.) 
(10) 乙れは TPYAOBOll: AorOBOp AJIﾟ rrpoHBBoAcTBeHHoro o6YQeHHß といわれている。 (CM. ， COBeTcKoe TpYAOBoe 
叩aBO ， Bhlcwaﾟ  WKOJIa, 1976, CTp. 108.) 
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働者」ではないという意味で，見習工 (ymm)(1 して，分類されている。
見習工の国民経済および個別企業における人数はつぎの表で理解される。
表 4 工業生産人員の範曙別平均人数
単位千人， ( J 内は割合
1940年 1960年 1970年 1980年 1984年
工業生産人員全体 13079 22620 31593 36891 37957 (100 J (100 J (100 J ( 100 J (100 J 
内 訳
労 働 者 9971 1887 25631 29497 30243 (76.2J (83.5J [81. 1J [80.0J [79.7J 
見 習 工 393 339 508 446 400 ( 3.6J ( 1. 5J [ 1. 6J [ 1. 2J ( 1. 1J 
技術労働者 1023 2018 3687 5133 5495 [ 7.8J [ 8.9J (11. 7J [13.9J (14.5J 
職 員 943 901 1275 1279 1273 ( 7.2J ( 4.0J [ 4.0J [ 3.5J [ 3.3J 
年少補助員と警備員 749 475 492 536 546 ( 5.8J [ 2.1J ( 1. 6J ( 1. 4J ( 1. 4J 
〔出典J HapoAHoe XOBﾟOCTBO CCCP B 1984, cTp.143 から作成
表 5 ノヴォシビルスク器機工場の年令別
および勤続年数別熟練構造(1 974年)，% 
等級別労働者 年令別グル'ープ 勤続年数別グループ
19才 20才 25才 30才 44才 1 年 1 年 3 年 5 年 10年グループ 全体 まで 以上 未満 以上24才 29才 44才 3 年 5 年 10年
見 習 工 4.8 27.3 11. 0 4.3 2.0 1.3 19.0 2.8 1.9 1.4 0.1 
1 ~ 2 等級 38.8 57.6 50.9 42.4 37.5 28.1 39.8 49.4 40.0 40.0 31.1 
3 ~ 4 等級 34.0 10.2 33.0 35.4 37.0 34.2 37.1 31. 6 35.3 36.3 37.7 
5 ~ 6 等級 15.9 0.6 3.1 12.2 18. 7 23.3 7.3 10.6 15.5 17.5 23.4 
等級なしの 6.5 2.3 2.0 5. 7 4.8 13.1 6.8 5.6 7.3 4.8 7.7 時間払労働者
(出典) BHyTpu'BaBoAcKoe ABumeHue u TeKy哩eCTb pa60咽X K明pOB， HayKa, 
1981 , CTp. 36から作成
(1) I新規労働者の養成そして労働者の再訓練は見習工制度 (y明日間eCTBo) という概念によって把握される。
乙の概念は，働き手が彼にとって新しい職種を習得し，教育修了につれてその職種で働く ζ とに特徴づけら
れる。活動の種類が変わるたびに新しい職種(専門職)を獲得する乙とが見習工制度の特徴であるり (傍点
引用者) (E. MarHH~KaJI H APY. , Pacrrpe耳eneHHe TpYAOBYX pecyp∞B， IOpHAH'IeCKaJI nHTeparypa, 1980, CTp. 
53. ) I一定の職種を獲得する目的で企業において個人あるいは班で生産教育をうける人々が見宵工範見与を
成すり(:3KoHoMHKa rrpOMY皿四HHOCTH CCCP, cTp.515・) I直接労働活動の過程で教育をうける人々，すなわち，
見習工J (H. CHroB, 0606m;ecTBneH即 時OHSB明CTBa H paSBHTHe CHCTeMY yrrpaBneHHJI ßKOHOMHKO 圃， :3KOHOMH-
Ka , 1977, cTp.197.) 
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企業内教育訓練期間中の見習工の労賃は1959年12月 10 日のソ連邦閣僚会議の決議でつぎのよ
うに定められてし 1411
(l)個人教育(後述)で職種を習得する見習工は第一等級の時間払労働者の時間賃率額の一
定の割合で支払われるが，その額は，時間払労働者か出来高払労働者かによって，また訓練
期間の長さによって，相異する。(左下の表を参照)
第時一等級率の時間払労働(者の
訓練期間 間賃額の割合 %) 
出来高払い 時間払
訓練期間
1 カ 月 75% 
l カ 月 7 5 7 5 2 カ 月 60% 
2 カ 月 60 7 5 
3 カ 月 40 80 
3 カ 月 40% 
4 カ月以上 20% I 
4 カ 月 2 0 80 
5 カ月以上 20 90 
ただし，出来高払が適用される見習工には，上表の額のほかに，現実に生産した生産物に対
して，現行のノルマ計算に従って，賃金が加算される。
(ll)班教育(後述)で職種を習得する見習工には，第一等級の時間賃率額の一定の割合で労
働支払がおこなわれるが，その額は訓練期間の長さ犯よって相異している(右上の表を参
照の乙と)。ただし，訓練期聞が 2 カ月をすぎると，見習工lこは上記の訓練に対する労働支払
以外に，班の出来高賃金から第一等級の労働者の最高100% の時間賃金率で支払をうける権
利が生じる。従って， 2 カ月以降の訓練の場合には第一等級の労働者として労働支払をうけ
る可能性がでてくる。
人事部は，採用手続の終了後，対象となる新規採用者乞生産技術教育端午教育訓練コンビ
ナート(後述)に派遣する。そして，生産技術教育部の指導のもとで，新規採用者の教育訓練
がすすめられていく。この生産技術教育部は，単l乙新規採用者の教育訓練だけではなく，労働
者の技能資格の向上，技術労働者や職員の技能資格の向上，高等教育施設や中等専門教育施設
の学生の学外実習，各種の教育施設における従業員教育のための諸条件を整備しそれらの活動
(12) CM. , CnpaBOQHOe noco611e nO o6y可eH Il IO pa60司IIX Ka且pOB Ha npOIl8BOACTBe, BhlcmaH mKOJla, 1975 , cTp.156. 
(13) 中企業では生産技術教育ピュローが設問され，小企業では生産技術教育技師がこの職務を遂行している。
(CM. , CnpaBOQHOe nO∞611e AllpeKTopy npOll8BOACTBeHHoro 06"1>e耳IIHeHIIH np明叩IIHTIIH ， TOM 2, 8KoHoMIIKa, 
1977 , CTp. 98. ) 
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を指導している。部長は主任技師の指導下にあり，主任技師の推薦によって企業長に任命され
る。 500 人以上の大企業では，教育訓練職場が技能労働者の養成に直接たずさわっている。
職業訓練推進会議
経済運営課長
オルガ‘ナイザー
図 1 技術教育部の組織構造
(出典) YnpaBJIeHHe CO~HaJIHCTH1{eCKHM npo附田eHHhI M
npe瓦npHßTHeM， TeXHÏKa, 1974 , CTp. 129. 
2. 1.個人教育
企業内新規技能労働者養成(教育訓練)は企業の費用負JFでつぎの形態のもとでおこなわれ
ている。
①個人教育 (HHAHBHAYHa恥Hoe 06y鴨田e)
②班教育 (6pHr昭Hoe 06円eHHe)
③講習会教育 (KYPcoBoe 06y司eHHe)
(14) I……企業の費用負担で，個人，班，講習会およびその他の生産教育が，組織されている叫 (HacTO品Haß
KHﾟra XOa.IJﾟCTBeHHoro pyKOBO，耳目Te.JI ß no aaKOHO且aT何回TBY ， IOplijl;ﾟQeCKaﾟ .JIßTepaTypa , 1985, cTp.499.) 
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④教育訓練コンピナ一 iJFlω日 (y円司e凶6伽伽HO刊-1(叩py戸抑cω0叩B凶1(0ω側OM踊6UHa
企業内職業訓練の対象となる職種(専F門可引)やそれぞれの教育期間は，ソ連邦職業技術教育国
家委員会によって，全ソ労働組合中央評議会とソ連邦労働国家委員会の同意のもとで決定され
る。新規採用者の企業内教育期間は生産に従事したままでの教育訓練の場合には 6 カ月までの
範囲内であり，また生産を離れた場合には 3 カ月まで、の期間で訓練がおこなわれていイ!この
訓練の終了者には一定の手続きを経て 1~2 等級の技能資格が授~~れる。
個人教育とは企業内訓練の初設も階であり同時に最も普及している教育訓練形態でもある。
訓練生(見習工)が熟練労働者(主として職長)に配属されることがこの教育訓練形態の特徴
であり，彼が，指導員(インストラクター)として，自己の仕事の過程で，自己の経験と知識
そして技能を，訓練生(見習工)に，伝授する。完全中等教育あるいは中等専門教育を修め然
るべき職業訓練をうけ 3 カ年以上その職務に勤めていることが指導員としての資格であれ指
導員は，労組工場委員会の同意のもとに，技師長によって決定される。
原則として，一人の指導員に配属される訓練生(見習工)の人数は一人(例外として複数)
で、ぁイ!ただし，これは指導員が本来の仕事に従事している場合であり，指導員が生産業務か
ら解放された場合には，同種職種の10人以上の訓練生(見習工)が配属されることがある。い
かなる形態をとるかは指導員と技術教育部との聞に締結される契約次第であイ!
このような実践訓練と並行して，理論教育もおこなわれている。これは，講師(lIpelI~aBa­
Te品)と訓練生との個人的な討論・相談という形式でおこなわれることもあれば，同種ないし
(15) 最近では，教育訓練コンビナー卜が目立っている。これは様々な講習会を l カ所に集めたものであれ大
企業，合同，コンビナート，トラスト，省庁の管理局に，上級組織の許可を得て，創設されている。従って，
そこでは，生産技術教育部あるいは人事部の指導のもと，単l乙新規労働者の養成だけではなく，後述の技能
資格向上訓練も実施されている。 (CM. ， E. BOllqeHKO, V Kaa. ∞q. ， cTp.161.) 
(16) 以下の説明は，主として，特に注記していない場合もあるが，つぎの文献に拠っている。 OCHOBhI HayqHOn 
opraHllaa~1I1I Tpy且a npe且npllßrllll; I. IIeTpo可eHKO 11 且py. ， 8KoHoMIIJ(a TpYAa B npOMhlillJIeHHOCTII; 8KoHoMIIKa 
npOMhlillJIeHHOCTII CCCP; 8KoHoMIIKa TpYAa, Bhlc田aß illKOJIa, 1976; OCHOBhI 3KOHOMIIKII TPY且a， MrV, 1976;8Ko・
HOMIIKa Tpy且a， IIo且 pe耳. A. KYAPßB~eBa， 8KoHoMIIKa, 1967. 
(間企業内新規技能労働者養成訓練と(後述の)生産技術講習会と第二・関連職種教育は，技能資格試験で終
了する。教育を優秀な成績で終了し，少なくとも乙乙 2 週間以上新しい技能資格水準に照応した仕事を遂行
している労働者が，このt試験を許可される。 (CM. ， H. J1eBIIH 1 APY. , CnpaBOqHIIK 3KOHoMllcTa-opraHIIsaTopa 
TPYAa, Bhlill3誼 illaß 回目OJIa ， 1975, cTp.155.) 乙れは教育訓練後の10日以内 l乙実施され，合格者にそれ相応の
(ソ連邦職業技術教育国家委員会が認めた)等級が授与される。個々の企業では，その試験の実施のために，
企業長の命令で技能資格審査委員会が設置されている。
(18) ，-企業内個人教育は企業内生産技術教育の初級段階であるり (C. BaThlilleB， φOpMllpOBaHlle KBaJI時間IIpOB­
aHHhI X pa60qllx Ka)l;pOB B CCCP, 8KoHoMIIKa, 1971 , CTp. 66. ) 
(19) 個人教育の場合には「それぞれの訓練生が一人の熟練労働者(指導員)に配属される叫 (8KOHOMIIKa
Tpy且a， IIo耳・ A. KYAPßB~eBa， CTp. 403. ) 
間1) CM. , C. BaThlilleB, V Kaa. ∞司.， cTp.67. 
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は関連専門職の労働者の1O~30名のクーループ単位でお乙なわれることもある。技術労働者(あ
るいは技師)が講師として理論教育を担当する。また，理論学習は夜間職業技術学校や職業技
術学校の夜間部でおこなわれることもあよ!そして，訓練生は，作業方法を学び理論を教育さ
れた後l乙，指導員の監視のもとで，特別に設置された作業域で，実習 (CTa畑pOBKa) をお乙な
っ。
乙の教育訓練形態の利点は，それが，訓練生の知識や技能水準に応じて，労働時間の範囲内
で，教育訓練期聞を自由に調整できる，という点にある。従って，全体の生産リズムを乱す乙
となく訓練がおこなわれるのであり，企業に必要な一定職種の労働者要員が計画的に養成され
る。
それとともにこの教育形態にはいくつかの間題点がある。第 11乙，指導員がお乙なう職業訓
練が，原則として，エピソード的な性格を有したままでおわることがある。なぜならば，指導
員である職長自身が自己の生産課題を遂行しなければならな t，からである。従って，訓練生は
必ずしも充分な技能や経験を得ることができず，その職種への興味を失う乙とがある。乙れは，
仕事の場所を変える→流動性の増加へとつながる大きな問題である。第 2 I乙，理論教育の点か
らも大きな欠陥をもっている。必ずしもーで貫性を有した理論教育がお乙なわれているわけでは
なし訓練生が論理と体系を欠いたバラバラな知識を得てしまっている。実践教育の指導員=
職長，理論学習の指導=技術労働者という図式にも問題があり，理論学習と実践教育との調和
のとれた結合に成功していない。またこの教育形態では，基本的には狭い専門職に焦点がしぼ
られており，幅広いプロフィールの労働者の養成という点でも問題を残している。
2. 2. 班教育
班教育は原則的には個人教育と同一である。ただその特徴は訓練生クソレープが指導員の指導
のもとで一定範囲の作業の遂行を習得することにあり，班教育は，個人教育と，同一職種の訓
練生(見習工)がクゃループに連合しているという点で，異なっている。 ζ れには 2 つのタイプ
(21) HaCTOJlLHIlJI KHHra X08HHCTBeHHoro pyKoBoAHTeJlH 110 8価値OAaTeJlLCTBy ， cTp.501. 
間企業内個人教育は 3 つの段階に分けられる。①指導員が作業を訓練生の眼の前で実際にやってみせ，必要
な説明をお乙なうこと，②トレーニング訓練。訓練生が，指導員の指導のもとで，一定の作業を正確に再現
する。③指導員の指導のもとで，訓練生が作業全体を自立的l乙遂行する乙と。 (CM. ， OCHOBLI Hay咽011: opra. 
HHaa~HH TpYAa Ha IIP明IIPHHTHH ， CTp. 173.) 
凶:) r個人教育はつぎのような積極的側面を有している。①熟練労働者が……指導員として参加するなかで，
多数の新規労働者を同時に教育すること……，②労働者をすみやかに教育する乙と……，③教育のために既
存の設備全体を利用できること…・・・J (OpraHH8a~HH H IJ1aHHpOBaHHe TpYAa B yroJlLHOI: IIpOMLI皿J1eHHOCTH ，
CTp. 224. ) 
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がある。第 l のタイプでは， (5 人までの)訓練生ク'ループが既存の生産班に配属され，班長
が(指導員として)他のベテラン労働者とともに仕事の過程で必要な作業方法や技能を教育す
る。第 2 のタイフ。で、は， (12~15名の)訓練生ク。ループが特別な教育訓練班を組織する。乙の
場合には，他の仕事から解放されたベテラン熟練労働者(主として職長)が指導員としてこの
クゃループを指導し，訓練の期間と質に責任をもって職業訓練を組織する。
また大企業では，ヨリ効果的な班教育形態として，労働者の企業内養成をヨリ合理的に組
織することをめざした職業訓練職場(職区)が特別に設置されている。そこではつぎのよう
な 3 段階で教育訓練がおこなわれている。①一般理論的知識を教育し，技能や基本的な生産
作業遂行方式を習得させる乙と。②理論知識を深めながら，まず第 1 等級そして第 2 等級の
要求に合致するように生産技能を高めること。③特別に提供された独立の作業域で作業を遂
行させて，生産技術技能を完全にマスターさせること。
理論学習は，基本的には個人教育と同じ原則で，組織される。すなわち， 1O~30名のグルー
プ単位で，自己本来の仕事に従事したままの技術労働者を講師として，理論学習がおこなわれ
ている。ただし，訓練生は，企業の費用で，契約を結んでいる全日制および夜間の職業技術学
校において理論的知識を修得することができるし，大企業では教育訓練コンビナー卜や教育訓
練所において学ぶこともできる。
このような「班」訓練形態は，建設場，組立作業や修理作業そして機械職場等々に，幅広く
普及している。この訓練形態の利点と欠点は個人教育のそれと基本的には同一であり，これら
は， 1 つの名称で，すなわち個人・班教育訓練方式という名称で，呼ばれることもある。これ
らの万式はともに主として未熟練労働者の養成に利用されている。それ故に，企業で必要とさ
れる労働力全体において熟練労働の比重が高まれば高まるほど，これらの訓練形態は利用され
なくなるのではないか。
2. 3. 講習会教育
講習会 (RYPC)という形態でも新規技能労働者が養成されている。ここから，個人・班教育
訓練が対象とする職種よりもヨリ複雑な職種の労働者あるいは仕事の性質上作業域において実
践をおこなうことが困難であるような労働者さらには職業技術学校において完全に教育できな
凶) í ・・・現代の生産のダイナミックな性格はしばしば労働転換を生みだし，幅広いプロフィールの労働者を
要求している。それ故に，個人，班労働者養成形態の意義は将来減少せざるをえない叫 (8KOHOMHK8 npOMMｭ
illJIeHHOCTH CCCP, C'1'p_ 532.) 
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いようなタイプの労働者(電気組立工，冷却設備製作工等々の複雑な機械を受けもつ労働者，
運転手，ブル卜ーザーの運転手，電気ガス溶接工，起重機の運転手)がうまれている。講習会
形態は，生産の拡大のためにあるいは創設したばかりの企業にとってかなりの人数の労働者が
必要な場合に，よく利用されている。部門でいえば，石炭業，建設業，輸送業，商業等々の部
門で，幅広く普及している。また，労働者があらためて新しい職種(専門)を習得する(い
わゆる再訓練)場合には，乙の訓練形態が利用されてい d!
「講習会」形式の教育訓練のもとでは，職種が同一である1O~30名の労働者から成る学習グ
ループが組織される。そして，彼らが生産に従事したままであるいは生産を離れた状態で，講
習がおこなわれよ!講習会タイプの企業内教育訓練は，原則として， 2 段階で実施されてい
♂すなわち，訓練生は，まず最初に，職業訓練職場(職区)やマスチエルスカヤ(小工場な
いしは大工場の作業場の一部)において教育訓練をうけ(第一段階) ，一定の試験を課せられ
た後，教育訓練プログラムに従って，個人的にあるいは班単位で，指導員の指導のもとで，職
業技能l乙磨きをかけている (第二段階)。第二段階では，訓練生が訓練の終了時に職種技能便
覧の要件に合致する乙とができるように，プログラムで定められたすべての作業を自立的に遂
行し自己の職業能力と技能をたえず改善し主いく姿勢が重要視されている。第一段階と第二段
階の時間的配分は，基本的には，訓練対象の職種によって決定されるものであり，現実も， 30 
~60%を第一段階の訓練が占めてい投の数字から判断で、きるように，その乙とを証明してい
る。
乙の教育訓練形態の利点は，それが理論知識と実践をヨリ密接に結びつけることに成功して
い投とにある。なぜならば，講習生が1O~30名の一定のメンバーであるからであり，このこ
とが教育効果を高めている。従って，「講習会教育制度のもとでの訓練万法は，職業技術学校
における教育形態・方法によく似ている。それ故IL.，乙れは，個人的および班的教育方法より
も，本質的に優れていよ!と評価され，「講習会教育には，個人教育や班教育に固有な一連の
間 「講習会は単 l乙新規労働者の養成だけではなく新しい専門への再教育訓練をも任務としている。J (H. 
KpLlJIOB, Y K8S.ω司.， cTp.100.) 
側「……講習会では，生産から離れてまた生産に従事したままで教育がおこなわれる叫 (A. KOTJIßp, P860羽田
CHJI8 B CCCP, MLIωL ， 1967, cTp.117.) 
間「・…一企業内新規労働者養成講習会教育は，原則として， 2 段階でおこなわれているQ] (C. B8TLl illeB, 
Y K8S. CO'l., CTp. 70. ) 
(28) CM. , T. TeJIHilleBCKH9: H 耳py. ， BLlCB060lK耳eHHe p86o'le9: CHJILI H nOArOTOBK8 K8再pOB B npOMLl illJIeHHOCTH, 
BH~8 illKOJI8, 1984, CTp. 79.) 
側「講習会教育は個人・班教育よりもずっと優れている。なぜならば，そ ζ では理論学脅の比重が高くしか
も実地訓練と正しく交互に教育されているからであるり (Opr8HHS8~Hß H nJI即時OB8HHe TpYA8 B yrOJILH09: 
npOMLIillJIeHHOCTH, CTp. 226. ) 
(30) 3KOHOMHK8 TpyiJ;8, cTp.394. 
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欠陥が存在しな Lf! と言われている。
2. 4. 小括
以上のような企業内新規技能労働者養成(教育訓練)形態のなかでは，個人・班教育が(特
に個人教育が)支配的な位置を占め続けてき fff なぜならば，乙の形態は極めて機動的であり
ヨリ容易に組織できるからであった。つまり，班・個人教育方式による労働者要員養成(教育
訓練)は，企業の欲求(すなわち，要員の流動性あるいは自然減で必要となった新規採用者を
企業が要求する人材へと育成すること)を充足させるという点で，非常に便利だったのである。
例えば，企業内職業訓練形態の相互関係の変化を示すつぎのような資料が存在している。この
資料によれば，個人教育をうけた労働者の比重が，第 8 次 5 カ年計画時の54.2%から 1978年の
表 6 労働者要員の企業内教育訓練
1966-70年 1971-75年 1976年 1977年 1978年
教育訓練・形態 (人100万数~I % (人100万数~I % (人100万数~I % (人100万数~I %。 (人100万数~I % 
教育をうけた従業員総数 21634 25899 5562 5683 5775 
その内，女性' 8023 30.9 1760 31. 6 1809 31. 8 1839 31. 8 
教育をうけた労働者 20535 24865 5388 5516 5575 
内訳
個人教育 11120 54.2 11796 47.4 2408 44. 7 2424 43.7 2417 41. 5 
班・集団教育 4059 19.8 5020 20.2 1133 21. 1 1146 21. 1 1141 22.3 
学校，講習会，学習キ 5355 26.0 8053 32.4 1846 34.2 1946 35.2 2017 36.2 
ャピネット
(出典) M. l\oBpIlr IlH, IIOArOTOBKa pa60QIlx KaAPoB B yCJIOBIIHX HayQHO・ TeXHIID;eCKoR
peBO瓦IOD;I1I1， IIpo 骨I1 a瓜aT ， 1981 , CTp. 80. 
41. 5%へと 12%強も減少しているが，個人教育はいまだ第一位であり，班形態の訓練はかなり
安定しており，個人・班教育がいまだ60%以上を占めている。
だが同時に，表からわかるように，講習会(や学習キャビネットそして学校)を利用した労
働者要員養成(教育訓練)の比重も漸次増大してきている。具体的には，これらの訓練形態で
養成された新規労働者の人数は第 8 次 5 カ年計画時には企業内で職業訓練をうけた労働者の
(平均して) 26%でありまた第 9 次 5 カ年計画時には32.4%であったが， 1978年にはそれが
(31) OCHOBbI 9KOHOMIIKII Tpyga, cTp.23. 
(32) CM. , T. TeJIIIWeBCKIIﾟ 1 gpy. , yKaa.ω司， cTp.67. 
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36.2%へと増えている。このような変化は，「深い知識を保障する乙とができな V'J 個人・班
教育への反省が現場レベルでも侵透し，そのような訓練形態は「現代の生産の諸要求に合致せ
ず，若年者のヨリ高まってきた一般教育水準およひ'文化水準に答えていなし11 という認識が根
付いてきたことの反映である。
かくして，科学技術革命に代表されるように生産が複雑化するにつれて，この企業内教育訓
練にも変化があらわれてきた。確かに，技術水準がそれほど高くなしはじめて生産に参加す
る若年者の教育水準が 5~6 学年であった時代には，低い技能資格の狭いプロフィールの労働
者を養成する個人教育が有効な訓練形態であった。しかしながら， 10年制教育が義務教育とな
った今日では生産に参加する若年者のほとんどが 8~10学年の一般教育を修めてきており，彼
らが労働条件や企業内の教育訓練にも高い要求を呈示しはじめるようになってきた。また同時
に，現代の生産は充分な理論教育をうけた幅広いプロフィールの労働者を必要としている。現
代の生産が要求する幅広いプロフィールの労働者の養成という点では，個人・班教育形態は極
めて非能率的である。ジー・ガイガレネ (3. rSursJIeue) も最近10カ年の資料を検討した結果
個人教育は非効果的であると断定し，「企業内技能労働者養成を改善するためには，個人教育
から講習会教育へと移行しなければならなド。…・ーなによりもまず，技能資格をもたずに企業
に就職した若年者を講習会方式で教育することが必要であよ!と，述べている。このように今
日では講習会教育がかなり積極的に(効果的であるとして)評価されている。ただ乙の形態の
普及にはその性質上限点まあり，その解決をめざして，先進的企業の経験の研究総括，訓練プ
旧日ログラムの検討改善，訓練過程の体系的統制等々が試みられ，個々の企業でも HOT の大きな課
題となっている。
(3) M. KOBpHrHH, YK8a. CO'l., cTp.79. 
。4) CO~HaJIhHO・BKOHOM目的阻e npo6JIe阻 paaBHTHJI nepBO圃碍OHBBOAHTeJIhHOß c回M ∞~HaJIHCTH'IeCKOrO 06m;ecTBa, 
JIry, 1978, cTp.157. 
側 「講習会教育は充分効果的ではあるが，それにもかかわらず充分に普及しては乙なかった叫 (TaM lKe, CTp. 
150.) r新規要員養成のために企業において講習会寄与設定することは必ずしもつねに可能であるわけではな
い。第ーに，企業の大多数の職場は普通(30人までの)多数の熟練労働者が同一職種の職能をー度に遂行する
ことを必要としていない。・…・・第 2 IL.，一連の企業は労働者の生産教育に必要不可欠な物的学習基盤〔教育
施設のこと一宮坂〕を有していないω(T. TeJIHmeBCKHﾟ H APY., YKaa. ∞'1.， cTp.78.) 
(36) r合理的な教育形態の選択は HOT の重要な課題である。 これと関連して，先進的企業の経験が研究され，
訓練プログラムがたえす改善され， …・・教育過程の体系的統制がお乙なわれているç.J (H. Kp則OB， YKaa. ∞'1.， 
CTp. 101. ) 
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3. 企業内技能資格向上教育訓練システム
労働者が職業技術学校あるいは直接生産においてうけた養成(教育訓練)は「初等の」訓練で
あり「職種(専門)習得の第一の段階にすぎなし"'IJ 性格のものでありた。そのために，労働
者は新しい労働職能をマスターしヨリ複雑な作業を遂行できる技能を習得したいという欲求を
もつようになる。そして，彼らは，実際に，日々の労働において自己の技量を向上させヨリ高い
技能資格をめざしている。このような労働者を対象とした教育訓練が技能資格向上教育訓練で
ある。社会主義企業の労働者の技能資格水準のたえざる向上は，生産の一貫した発達と改善，
働き手の職種上の技量や普通および専門知識への要求の高まりによって引きおこされた，合法
則的な必然的過程で、ぁイ?といわれている。
労働者要員の技能資格の向上が労働結果への物質的関心の原則と結びついていることも重
要な点手弘る。社会主義のもとでは，労働に応じた分配の法則の作用によって熟練労働はそ
れよりも低い労働と比べて高く支払われるのであり，実践的には高い技能資格を得る乙とで
具体化されている。それ故l乙，教育訓練は労働者にとって，技能資格の水準をたえず高め，
低い等級から高い等級へと移る刺戟となっている。労働者要員の技能資格の向上は，社会的
労働生産性向上の重要な要因となるという点で社会全体の利害に合致し，個人的な労働生産
性向上の要因となり個々の勤労者の物質的福祉向上の手段ともなるという点で個々の労働者
の利害とも合致していよ!ソ連邦国民経済全体では，毎年，労働者の15%が自己の技能資格
を向上させている。これは，平均して 6~7 年に一度，労働者が自己の技能資格の向上を目
的として教育訓練をうけている乙とを意味していイ!
現在では，それぞれの企業において，様々な形態で，労働者の技能資格向上教育訓練が，国
家の費dk おこなわれている。いずれの形態も多年の実績がありその有効性が確認されてき
倒的.瓜y6pOBCKHß H APY. , Hay'lHaﾟ  opraHHs岨Hß TpYAa, 3KoHoMHKa, 1974, CTp. 275~276. 
(38) I労働者要員の技能資格の向上は労働結果に対する物質的関心という社会主義原則の実現と結びついてい
るQ] (H. , KpblJIOB, YKaa.ω司.， CTp. 101. ) 
(39) CM., 10. 耳y6pOBCKHß H 耳py. ， YKaa.ω司.， cTp.276. 
位。 CM. ， M. KOBpHrHH, YKas. ∞司.， cTp.103. 
体1) I要員の技能資格の向上は，基本的には国家の費用によって，企業自体においてお乙なわれている叫 (OC-
HOBbI 3KOHOMHKH TpYAa, CTp. 23.) I国家は，生産からはなれておこなわれる労働者の生産技術教育にた
いして，毎年〔国家予算から一宮坂〕多額の資金を支出している。……生産からはなれずにおこなわれる労働
者の養成と熟練資格の向上とにたいして，企業はそれ以上の資金を支出している……J (クドリャフツェフ
編内海義夫・海道進監訳『労働経済学(下巻)~，大月書店， 1959年， 527ページ。)
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たもので、あるヵぜそれらのなかで、もつぎの訓練方式が特に有名で、あざ!
-生産技術講習会 (npOH3BOACTBeHHO-TeXHHQeCKe 可pCl.r)
・特別講習会 (KYPCLI n;eJIeBOrO HaaHaqeHHﾟ ) 
・第二・関連職種教育講習会 (KYPCLI o6YQeHHﾟ  pa60QHX BTOpLlM H COBMem;eHHLlM npoφeCCHßM) 
・先進的労働方式研究学校 (WKOJILI no HaYQeHHIO nepe耳OBLlX npHeMOB H MeTOAOB TPYAa) 
いず、れの形態においても講習生クVレープが組織されよ!それぞれのクやループの教育訓練期間は，
工場委員会の同意のもとで，管理部によって，決定される。生産に従事したままで訓練をうけ
る場合には 6 カ月まで，受講生が生産業務から解放されて参加する場合には 3 カ月まで一一乙
れが原則である。
3. 1.生産技術講習会
生産技術講習会は労働者要員の技能資格向上を目的とした「最も普及してい担訓練形態で
ある。労働者の技術知識と生産技能をたかめそれによって彼の技能資格を首尾一貫して向上さ
せることが，この教育訓練の目的である。同一職種(専門)・同一技能資格(等級)原則に従
って，当該職種(専門)で 1 カ年以上働いた労働者が講習会峰録されよ!この講習会を優
秀な成績で終了する乙とが高い等級を授与されまた昇進していく必要条件で、ぁ 441
乙乙での教育訓練過程は，理論学習，実抽訓練，技術試験そして技能等級試験から成勺てい
る。理論学習は，例えば，企業の学習キャビネットあるいは職業技術学校において，おこなわ
れ，実地訓練は直接作業域で実施される。学課と実習を終えた後，技術試験ならびに技能等級
試験をうける。訓練期間，理論学習と実地訓練の時間的配分などの問題は，生産の性格や職種
ω 「社会主義建設のそれぞれの時期において，生産の性格や従業員の構成状態に応じて，技能資格向上形態
が選れされてきた。例えば，戦前には，先進的生産経験の伝達とそれぞれの職種l乙最低限必要な技術知識の
継承を目的としたスタハノフ学校が特に普及していた叫 (II. IIeTp伺eHKO H 耳py. ， YKaa. ∞'1.， CTp. 256.) 
(43) 技能資格向上教育訓練形態は，その目的によって，大きく 2 つに分類される。第 I のものは労働者のプロ
フィールの拡大や新しい知識と技能の習得を目的とした訓練であり， ζれは生産技術講習会や第二・関連職
種教育講習会(学校)に代表される。第 2 のものは一定の等級の範囲内での職種知識や技能の深化を目的と
した教育訓練であり，乙れは先進的労働方式学校や特別講習会に代表される。 (CM. ， C. BaTLIweB, YKaa. 
CO'l., CTp. 73.) 
(叫「生産技能資格向上グループには，なによりもまず，当該企業で……その専門に就いて長期間勤め，高
い生産指標を達成し，創造的積極性を発揮している…・・労働者が，派遣される叫 (E. BOß'IeHKO, YKaa.ω'1.， 
CTp.158. ) 
休日 OCHOBLI !lKOHOMHKH TpYAa, cTp.23. 
附，) OCHOBLI HaY'IHO圃 opraHHa凹HH TpYAa Ha npeAnpHJlTHH, CTp. 117. 
間 CM. ， HaCTOJILHﾍlJl KHHra XOBJlHCTBeBHoro PYKoBoAHTeJIJI no aaKoBOAaTeJILCTBY, cTp.501-502. 
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乙れらは(技師長によって指導される)職業訓
によって決定されている。
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(専門)の複雑性の程度等々ごとに異なれ
練推進会議 (y'lÐ6HO・MÐTOAH司ÐCR凶 COBÐT)
この訓練形態では，未熟練労働者の養成から高熱練労働者の育成まで「段階ごと l乙J (C CTテ
nÐH'Iaroa) 労働者が教育をうけていイ!すなわち，労働者は，企業内で，自己の一般教育水準
と技能資格に応じて，初級，中級そして上級の生産技術講習をうけることができるのであと
乙の制度で教育をうけていた労働者は，他企業へ移っ
その段階で、ただちに教育訓練を続けられd!
乙の特徴はすべての企業にあてはまり，
た場合でも，
2. 特別講習会
特別講習会は l つのなんらかの具体的な限定された課題(例えば，新しい旋盤の扱い方)
解決をめざした労働者を援助するもの手弘り，生産の欲求を能率的にそして合目的的に充たすζ
とを可能とする極めて「フレッキスブ、ルな」企業内訓練形態である。すなわち，乙の教育訓練
形態は労働者の技能資格向上に関する生産の当面の欲求をかなえる乙とを任務としており，具
体的な生産課題の解決をめざして組織されている。特別講習会と称せられているのはこのため
の
3. 
である。
従って，講習テーマもその当該企業の生産の特殊性や生産条件と密接に結びつき多様である。
つぎのように分類でき次ただし，講習会は，具体的な問題ごとに，例えば，
新しいテクノロジ一過程，生産サイクルの短縮3 流れ作業の導入。
企業にとりいれられる新技術。
生産物の質。
労働ノルマ化と重要な製品の原価引下げ。
新技術の完全な利用。
技術開発の原則。
設備の正しい利用。
①②③④⑤⑥⑦ 
乙れは段階教育制度 (CTyneH'I8TH8S1 CHCTeM8 06y哩eHHSI) と呼ばれている。 (CM. ， H. CHrOB, YK88.ω喧.， CTp. 
202. )例えば，シベリアの工業企業では，乙の形態の教育訓練が 4 段階でおこなわれた。第一段階では 3-
4 等級の労働者が，第二段階では 5-6等級の労働者が，第三段階では 6-7等級の労働者が，そして第四
段階では下級指揮官要員(班長，職長)が，訓練された。(CM., H. C8BH~KHß ， IIpOMl>lmJIel羽田 H仰LI no回­
eBoeHHO曲 CH6HPH ， H8YK8, 1984, cTp.121.) 
性9) CM., M. KOBpHrHH, YK8a. ∞喧.， cTp.106. 
(50) CM., C. B8TLlmeB, YK8a. ∞哩.， cTp.74-75. 
(51) OCHOBLI 8KOHOMHKH TPYA8, cTp.24. 
(52) C., C. B8TLlmeB, YK8a. ∞司.， cTp.80. 
制)
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⑧労働生産性の向上と作業域の正しい組織。
⑨労働生産性向上資源の探究。
乙の教育訓練は，原則として， 10-15名の同一あるいは同系統職種の労働者ク・ループ単位で
お乙なわれている。訓練期間は課題の性格によって異なるが， 3 カ月以上にわたってお乙なわ
れる乙とはない。また，乙の訓練形態においても理論学習とともに直接作業域において実地訓
練が実施されるが，講習の目的によってはそのいずれかだけしかお乙なわれない場合もある。
教育プログラムは，同系統企業の先進的活動経験をとりいれるという形で，作成されている。
講習会の終了の際に技術誌験が実施され，卒業証明書が発行されている。
3. 3. 第二・関連職種教育講習会
労働者の生産プロフィールの拡大を直接の目的として，第二・関連職種教育講習会が組織さ
れている。乙れはいわゆる兼職の推進であり，有機的に結びついた同系統で関連のある職種の
職種の習得が訓練の対象となっている。例えば，乙の講習会において，旋盤工，クレーンの運
転手，掘削機の運転手が，金物組立工あるいは電気修理工等々の職種の習得につとめている。
乙の乙とは，修理の場合に設備の休止時聞を短縮し，作業中に故障をテキパキとなくし，サー
ビス労働者の需要を減少させる可能性を与えるととになり，最近，その意義が，特に班労働組
織のもとで，高く評価されていま!
第二・関連職種の習得はただ単に狭い専門化をなくし幅広いプロフィールの労働者を育成す
るという直接の目的だけではなく，つぎのような国民経済的意義をもっている。すなわち，乙
れは設備をヨリ完全に利用し，その休止時聞を短縮し，稼動時聞を長くし，労働力を補充せず
に労働生産性を高め，企業の技術経済的指標を改善し，若干の職区において補助人員を削減し，
ほかのヨリ重要な職区附いてその労働力を利用する乙とを可能とするのであと
乙のような教育訓練は新規労働者養成プログラムに浴っておこなわれている。そして，乙
(5) の訓練は，基本的には，生産技術講習会と同じ原則で組織されている(従って，技能等級試験が
ある)が，乙の講習生は普通理論知識を充分に有した熟練労働者であるために，理論学習が省
略され，訓練期聞が短縮される乙ともある。教育訓練期間は最高 3 カ月である。また，訓練生
は実地訓練の全期聞にわたって生産業務から解放されている。
関「労働者が関連職種を習得する乙とが，現在，大きな意義をもっている叫 (T. TenBme?KBA B 耶'y. ， YKas. 
馴.，岬.81.) 
(54) CM. , C. B8Tumeø, YK8B.ω可.， cTp.76. 
岡「関連専門職習得講習会での教育過程は生産技術講習会型で構築されている叫 (aKOBO咽Ka TpYAa, n明伊瓜・
A. Ky，即HlII{eøa， CTp. 4H.) 
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3. 4. 先進的労働方式研究学校
乙れは先進的経験学校とも呼ばれることがあれ労働生産性の向上，先駆者の先進的な作業
方式のマスター，生産物の質の向上，原材料の節約， HOT方式の導入等々を目的として，設置
されている。同一職種(専門)の労働者がこの学校で教育訓練をうけている。これには，同
一職場(職区)の労働者が参加する職場(職区)学校， 1 企業の若干の職場の労働者が参加す
る職場開学校，若干の企業の労働者が参加した工場間学校がある。職場学校や職場開学校に代
表される 1 企業内の先進的労働方式学校はその企業によって組織されるが，工場開学校は省庁
によって組織される。
アー・クドリヤフツェフ (A 伽pHBD;叫によれlf 先進的経験学校l乙は， 4 つのタイプ
がある。①高度な労働生産性学校。ここには主として若年労働者が参加し，熟練労働者を指
導員としてまた技術労働者をコンサルタン卜として訓練がおこなわれる。大多数の生徒が然
るべき質のもとで出来高ノルマを遂行・越晶遂行するようになれば，乙の訓練は終了する。②革
新者学校。ここでは先駆者が学び，お互に経験を交換している。③先進的業績総体の相互教
育学校。これは企業内先進的経験学校の最高形態であり，熟練労働者が， HOT計画の導入を
基礎として，先進的経験全体を相互に交換しあっている。④工場開学校。乙乙ではそれぞれ
の職種の先進的な進歩的経験が総括され学習される。そして，卒業生がそこで学んだ知識を
自己の企業の労働者に伝達する。
ここでの教育は，原則として，生徒が生産に従事したままで，直接作業域においておこなわ
れており，教育期間は 1 カ月を越えることなし全体で30-100 時間ほどで、ぁ♂先進的労働
者がこの学校を指導し，自己の経験を伝えている。そして，乙の指導員を，コンサルタントと
して任命された技術者が助けている。訓練過程は，理論学習，模範実技，実地訓練から，成っ
ている。まず講義あるいはゼミナール形式で、理論的に教育され，その後指導員の模範実技そし
て生徒の実地訓練によって新しい作業方式を体で習得している。
3. 5. 小括
最近(といっても 1980年以前であるが)の技能資格向上教育訓練状況は表 7 によってある程
(56) TaM lRe, cTp.411-413. 
間「訓練生は…・・・生産先駆者の指導のもとで， 1 ヵ月聞にわたって，軍務外時聞に (B Hepa60可ee BpeMß) 先進的
労働方式を習得する叫 (M. KOBpür llH, YKaa.ωq. ， CTp. 114. ) 
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度わかる。乙の表から，まず第ーに，技能資格を高めている労働者の数が着実に増えしかも上
昇傾向を示していることが理解される。例えば，第 8 次 5 カ年計画時にはその人数が46%増加
し， 1978年には57% も増えている。個別的に検討すると，生産技術講習会に参加する人数が，
表 7 労働者要員の技能資格向上教育訓練事情
1966-70年 1971-75年 1976年 1977年 1978年
(人100万数~I 似U (人100万数~I % λ (人100万数~I % (人100万数~I % (人100万数~I % 
技能資格を向上させた
労働者の人数 42960 100 62748 100 17741 19940 21579 
内 訳
生産技術講習会 14025 33.3 18363 29.3 3989 22.5 3915 19.6 4137 19.2 
第二・関連職種教育講 7019 16.7 8580. 7 13. 7 1844 10.4 1901 9.4 1906 8.8 
習会
特 5j1 講 習 ~ 三 7900 18.8 9757 15.5 2168 12.2 2202 11. 0 3168 14.6 
先進的労働万式学校 6303 15.0 7466 11. 9 1642 9.2 1736 8. 7 1844 8.2 
職 長 学 校 55 0.09 77 0.4 
人 民 大 学 1264 2.0 566 3.2 672 3.3 944 4.3 
経済知識学校やその他
の経済教育 26360 42.0 10888 61. 0 12233 61. 3 1447l 61. 1 
(出典) M. l\oBpurHH , YRaa. COq. , CTp.104. 
1966~70年の年平均280.5万人から 1976~78年には平均401. 2万人へと急増し，特別講習会の人
数も 2 倍以上増え，第二・関連職種教育訓練の参加者も徐々に増加している。特に，最後の形
態は今後労働組織の班形態の定着とともにその重要性を益していくものと思われる。
また，第 9 次 5 カ年計画期から積極的に機能しはじめた人民大学 (HapO~H凶 YHUBepClfTeT)
の存在にも注目すべきである。乙乙で学ぶ労働者数は， 1978年には， 1971年と比べると， 3.7 
倍も増えている。乙れは「極めて有望な形態」として評価されている。と同時に，経済知識学
校 (WROJIa 3ROHO阻司eCRUX 3HaH酒量) も大衆的性格を獲得したと判断できるであろう。
乙のように，今日では，いわば「伝統的な」技能資格向上教育訓練形態のほかにも，それぞ
れの企業では，単に技能資格の向上だけではなく，労働者の文化技術水準，経済水準そして政
治的水準の向上をめざした「新ししリ様々な教育形態でも，企業内教育がおこなわれている。
例えば，共産主義労働学校，経済知識学校(サークルまたはク*ループ)，技術知識大学，人民
大学，職長大学等々が，その代表である。これらは「社会的原則にもとづく労働者の技能資格
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自由の向上」あるいは「社会的向上形態」と総称されており，企業の管理部や社会的組織あるいは
上級機関によって設置されていぷ!乙の教育形態の特徴は，それぞれの教育プログラムのもと
で，労働者が生産に従事したままで自己の技術的視野を拡大させる点にあり，教育期間は 2-
3 年と比較的長期間に及んで、い d!
?表から判断する限り，技能労働者の技能資格向上を目的とした基本的な企業内教育訓練形
態とは，生産技術講習会，特別講習会，第二・関連職種教育講習会，先進的労働方式学校，人
民大学，経済知識学校である。
4. 企業内技能教育訓練の存在意義
ソ連邦では国家的な職業技術教育制度が発達し，中等職業技術学校や技術学校が労働者養成
の基本形態とされていとそしてこれに対して，企業内技能労働者養成システムは「退化した
ものJ (PYAHMeHTapH州「発達の遅れたものJ (0 
的なJ í第二義的なもの」として「従属的な」位置づけが為されてき Tたこ。だが乙のような「た
てまえ」にもかかわらず，職業技術教育施設は現在必ずしも充分な水準に達しているわけでは
表 8
整翼(1者00警万護人の) 職け業る労技ー{l働術00者学万校の人J養に成お 全議(1寝00熟万練)向 夜教に育間お学け(校1る00熟や万夜練)間向部上
1965 年 3.4 1 • 1 7.2 
1970 年 4.8 1 .6 9 .0 
1975 年 5.5 2.2 16 .5 o .142 
1976 年 5.6 2 .1 1 7 .7 0.148 
1977 年 5.7 2 • 2 19 .9 o .155 
1978 年 6.0 2 .2 20.0 o .161 
(出典) COD;HaJIHCTH'IeCKHﾟ  TPYA, 1980, .M 7 , cTp.69. 
(58) C. BaThlmeB, YRas. ∞'1.， cTp.80. 
(59) E. BOU 'IeHRO, YRas. ∞哩.， cTp.160. 
(60) TaM me. 
(61) C. BaT諸国eB， YRas. CO'l., CTp. 81. 
(62) r常設教育形態での技能労働者の養成一一一乙れが，基本的な，今日そして将来の生産，国民経済およひ下惇
技術進歩の要求に照応した，最高の教育形態である叫 (H. MapRoB, Con;uanUCTU'IeCRuﾟ TpYA U ero 6YAym;ee, 
TIonuTu明aT， 1976, CTp. 22. ) 
(63) CM. , I1sMeHeHue ∞耳epmaHUß U xapaRTepa TpYAa B Y悶OB皿x paSBUToroωn;uanUCMa， cTp.106. 
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なし企業内職業訓練にかなりの比重がかかったままである。例えば，現在(といっても 1980
年以前だが)ソ連邦の国民経済には約6800職種が存在している。教育施設で養成されているの
はそのなかの1400職種であり，労働者要員の15~29%がそこで教育をうけて実社会へ技能労働
者として巣出っていることになる。従って，残りの5400職種については直接それぞれの企業内
で養成され，一定の職種を獲得し「一人前」となった労働者がそれらの企業で働いているのが
現実であよ!この状況は基本的には労働者の技能資格向上教育訓練についてもあてはまる。例
えば， 1978年度には夜間学校や夜間部において技能資格の向上をめざして学んだ労働者は16万
人であり， 200 万人が恒接企業内で、自己の技能資格の向上につとめていたのであった(表 8 参
照)。
乙のように，今日労働者の職業訓練の場を企業内から職業教育施設へと漸次計画的に移す乙
とが必要であると主張されその正当性も一般に認められてきているなかで，現実には，本稿で
述べてきたように，企業内養成(教育訓練)がいまでもかなり重要な役割を果たし続けている。
何故か? それは，企業内職業訓練が，企業の現実の要請に，教育施設よりも，ヨリ良く答え
ているからである。
科学技術革命が急速に進み個々の企業が必要な時に一定数の必要な「質」の労働者を要求し
ている現在，企業内教育訓練の長所としてつぎのことがt旨摘されてし 148!
1.横断的ではなく個々の企業に必要な職種について労働者を養成できる乙と(教育施設はこ
のような要員を充分な量で供給できない)
2. 労働者の教育訓練が，企業が所有しまた若い労働者が将来働く乙とになる現代的な設備を
基礎として，おこなわれている。乙の乙とが技術の習得と生産ノルマの遂行を促進している。
3. 技術進歩，労働の内容や条件の変化そして労働転換と関連して必要となってくる。労働者
の訓練(そして再訓練)をテキパキとお乙なえること。
4. 機械化，自動化および職種上の分業の変化と関連して，ある生産職区で職を失った労働者
をすみやかに教育できる乙と。
5. 教育施設での教育と比べると， 1 人当りの訓練費がかなり少なくてすむこと。
6. 企業内訓練は若年労働者の共産主義的育成において重要な役割を果たしている。若者は労
(64) r企業内労働者教育訓練(個人，班，講習会)が今日まで支配的である。それを通して労働者の75-80%
が学んでいる。残りの20-25%が職業技術学校，技術学校，工場技能学校で教育をうけているり (E. MSHeBH'I, 
BonpoCLI Tpy耳S B CCCP, HSyRS, i 980, CTp. 54. ) 
側例えば，シゴフによれば，「現在，直接企業における労働者の養成から職業技術教育制度における養成へ
の漸次的な計画的移行が一般に認められている叫(阻. CIIJ'OB, Y Rsa. ∞'1.， CTp. 200. ) 
(6) CM., HaMeHeHHe ∞AepmSHHe H xspSRTeps TPYAS B YωOBHHX psaBHToroω~H 8JIHaMS， cTp.107. 
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働集団に所属し，労働者階級の良き伝統を体得する。先進的労働者は生産教育の指導員とし
てだけではなくチュタ fn(mcTamm) としても存在する。
これらのいくつかを若干検討してみよう。
この企業内職業訓練の経済的効率は，量的観点と質的観点から，測定することができる。一
般には，出来高ノルマの遂行度が量的指標として，等級向上の平均期間が質的指標として，考
えられてい次(若干古いが)パ卜ウィシェフ (c. BaThIW叫の資料では，月平均の出来高ノ
ルマの遂行率は訓練後にすべて向上し，技能等級もそれぞれ高まっている。
表 9 訓練後の賃率等級と出来高ノルマ
訓練 賃率等級 月出来高ノルマの平均遂行(%)企 業 職種(専門職) 者数 訓練前の 訓練後月の訓練前 訓練後 5 カ月間 5 カ間
赤いボイラー 工作機械工・・・・・. 35 2.7 3.5 134.3 160.1 
レーニン機言己;念
ネパ械工場 修理工…. 11 3.5 4.0 126.4 130.0 
金物組立工・・・・・. 27 2.6 3.0 126.6 128.3 
旋盤工....・ H ・- 47 2.5 3.1 125.3 130.9 
フライス盤工… 11 J..9 2.2 182.9 185.5 
ミンクス・オート 組立工・…・ 10 2.6 3.6 104.8 106.9 メーション工場
カリーニン車両 修理工… 11 2.5 3.5 149.0 154.0 製造工場
組立工… 35 2.0 3.0 146.3 151. 7 
旋盤工....・ H ・- 14 1.3 2.3 177.3 182.4 
サラトフヨご場主 旋盤工… 11 1.0 2.0 94.1 107.6 「鎌と槌」
リハチョフ記念 修理工・……一 25 3.2 3.6 122.3 129.9 自動車工場
エコノマイゼル 旋盤工… 15 2.5 3.0 127.5 131. 4 
(出典) C. BaThIWeB , YKaa. CO'I., cTp.127. 
熟練等級向上の平均期間の比較分析についてはつぎのような資料があイ!
間従業員特l乙若年者の労働集団へのJ[贋応をすみやかに促進することがチューターの役目である。乙の制度は
チューターシップ (HaCTaBHH'IeCTBO)と呼ばれている。(シカラターン著宮坂純一訳『社会主義生産集団の科
学~ ，杉山書店， 1983年， 155ページ参照)
(68) CM. , C. BaThlmeB, YKaa. ∞司.， cTp.120. 
(69) CM. , CO~HaJIbHO・ 8KOHOMH'IeCKHe BorpOChI opraHHaa~HH Tpy耳a， Mry, 1974, cTp.103. 
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-職業技術学校における訓練の場合
1. 6年 7.3年 9.5年
I → E →匝→町→ V
.企業内個人・班教育で養成された場合
3.2年 5.8年 7. 7年 19.0年
I → E →血→町→ V
これは 7 学年以上の一般教育水準を有する若者が旋盤工として成長していく期聞を調査した結
果である。技能資格向上平均期間とはある年に一定の等級てす働いていた労働者の人数と一年後
につぎの等級に進んだ労働者数との関係である。例えば，ある年の初めに 130 人の一等級の旋
盤工が働いていたが，次年度にそのなかの30人が退職し， 40人が二等級を獲得したとするなら
ば，昇進速度は2.5年 ((130-30)+40=2. 5J となる。上述の資料によれば， 1 等級から 2 等
級へと昇進する場合には職業技術学校が有利であるが，それ以降の昇進の場合には企業内教育
訓練の方が有利である，との結論が可能である。
またコストの面から考えてみる。ソ連邦では，企業内職業訓練に毎年 (197l年の資料だが)
15億ルーブルが支出されてトる。それ故に，企業内教育訓練の効率向上は大きな問題となっ
ている。経済的にみれば，この教育訓練費用は一種の基本投資であり，産出高の増加，製品の
質の向上，製造期間の短縮等々によって回収されなければならないコストである。乙れはつぎ
のものから成っている。
(1) 基本費用 (KaIIßTaJIhHhle aaTpaThI) 
建物など
(2) 当座費用 (TeKY回目e aaTpaThI) 
④賃金
(講師，指導員，職業技術部の働き手の賃金)
@賃金への加算額
の事務・維持費
(事務用品代，印刷費，電話料金，作業域の維持費，備品・設備の修理費，文献の入手費)
@奨学金
⑧出張費
企業内教育訓練において本来の仕事に従事しながら指導にあたる人々には，正規の賃金以
(70) CM., C. BaTLlweB, YRaa. ∞司.， cTp.120. 
。1) 通常の生産比用いられる建物が教育にも利用されているので基本費用を特別に計算することは州難であり
また 1 人当りの額も極めて少額となるために，これは無視される。また，新規労働者養成，UI/棟の場合には，
見習工の賃金が費用 lζ含められることがある。 (CM.， TaM me, cTp.121.) 
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外に，報酬がつぎのように決めらdそいる。
熟練労働者が指導員として，標準的な労働条件のもとであるいは有害・重労働条件のもと
で，新規採用労働者(見習工)の実習指導をお乙なう場合。
労働職種の教育に対して
普通の労働条件の企業や職場 地下作業，高温職事の作業，
で同時に教育をお乙なう場合 有害・重労働条件 の作業で同時に教育をお乙なう場合
訓練生 1 人 生徒数 2 人 3 人 4 人 生徒数 2 人 3 人 4 人
当りの報酬 1 人 以上 1 人 以上
(1カ月) 最高
(Jレーブル) 7 5 4 3.5 10 8 6 5 
一一
例えば，訓練生 2 人が配属された指導員には，彼らが試験に合格した後IL.， 1 カ月当り最高
10ループ、ル(重労働の場合には16Jレーブ、 Jレ)が支払われる。
熟練労働者が，指導員として，本来の仕事に従事しながら技能資格を向上させたりあるい
は第二職種を獲得する乙とをめざした労働者を教育する場合。
訓練生 1 人
当りの報酬
( 1 カ月)
(Jレーブル)
技能資格を向上させるあるいは第二職種を
学ぶ労働者の教育訓練に対して
普通の労働条件の企業や職場
で同時に教育する場合
宇咋 I 2 人f3 人 It 全
ザ I 3. 0 I 2.5 I 2.0 
地下作業，高温職場の作業，
有害・重労働条件下の作業で
同時に教育する場合
学働実 I 2 人 I 3 人 I 4 以全
最高 I I I 
7 I 4.5 I 4.0 I 3.5 
例えば， 5 人の労働者を指導した指導員は，彼らが試験に合格した後に，最高10ルーブル
(有害・重労働の場合には17.5Jレーブ、ル)が支払われる。
技術労働者が講師として理論教育をおこなう場合には，講義 1 時間当りで計算された報酬
が支払われる。その額は講習生の範鴎ごとに相違している。
・労働者およびその他の大衆職種の要員を対象とした場合一一 1 時間 1 ルーブル
.中級技術人員を対象とした場合一一 1 ルーブル20カペイク
・指導者層，技師および高等教育を必要とする職務に就いている人々を対象とした場合一一
1~3 ルーブ、ル
以上の例は指導員や講師が自己の本来の仕事に従事したままで教育訓練をお乙なう場合の
労働支払であった。乙れに対して，指導員が本来の生産業務から解放されて10~15人の訓練
(72) CM. , E. BOß'IeHKO, YKaa. ∞'1.， cTp.172-175. 
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生の教育にたずさわる場合には，最近 3 カ月間の平均賃金が保証される乙とになる。ただし，
教育訓練という仕事に対する特別な報酬は存在しなLq
乙れらの費用は，ある調査によれば，比較的短期間で回収されている。「コスト回収期間」
(叩OK OKyU嗣MOCTU) (TJ はつぎの公式であらわされイ!
T=C 
12X (K2-K1) X1. 05 
C 一一労働者 1 人当りの教育費用
K 1 一一訓練前の労働者の 1 カ月の賃金
K2 一一訓練後の労働者の 1 カ月の賃金
12 一一 1 カ年の月数
1. 05一一必要生産物と剰余生産物の比
乙の調査では，生産技術講習会費用は以下のようであった。
1.訓練者の賃金....・H ・.......・ H ・....・H ・....・ H ・ .1189
2. 要員部員の賃金……・・…....・ H・..…...・ H ・ ..1051
3. 訓練者と要員部員の賃金への加算額…・・・ 168
4. 事務・維持費用….....・H ・....・ H ・-…....・ H ・. 121 
計 2529ルーブル
訓練生は全部で 234 名であり， 1 人当りのコストは 10.81 (2529~234) ルーブルとなる。同じ
ように，特別講習会，先進的労働方式学校，第二職種教育における 1 人当りの教育訓練費はそ
れぞれ 3.52 (1774~503) ルーブル， 8. 30 (2042~246) ルーブル， 18.02 (1352~75) ルーブル
と計算される。そして，労働者の技能資格向上の成果がつぎのようにもとめられている。
職種
グループ
施盤工 I 9 
組立工 I 24 
表10 様々な技能資格向上形態の効率
2.0 
1.7 
生産技術講習会
3.0 
2.2 :;:|;:|1:;|:: 
(73) B. ro.1loyωB， Opr8HH~lul TPYA8 H a8p86oTHO薗 n.1l8TY B OTpOHTe.1lLOTBe, BYA i 闘.1ILHHK ， 1978, cTp.86. 
同 COl{H8.JI阻帥KOHO岨哩:eCKHe ?npOCY opr岨E鵠耳目 TPYA8， OTp. 107. 
ソ連邦企業内枝能教育訓練事情
特 月日 講 習 ..0. = 
旋盤工| 45 2.2 2.2 156.5 I 108.2 I 114. 1 
組立工
先進的労働方式学校
旋盤工| 53 1.7 1.7 I 125.6 I 147.6 83.2 
組立工| 7 2.0 2.0 86.0 I 120.0 103.6 
(出典) COD;HaJIbHO・3KOHOMH可eCKHe BorrpOCbI opraHHSD;HH TpYAa, 
Mry, 1974, cTp.106. 
従って，「コスト回収期間」はつぎのように計算される。
(a) 生産技術講習会の場合
旋盤工
組立工
10.8 =0.43年=0.52カ月
12 (128. 3-108. 2) X 1.05 
10.8 =0.054年=0.64カ月
2 (114.3-98.3) X1. 05 
(b) 特別講習会の場合
旋盤工
3.5 =0.047年=0.58カ月
12 (114.1-108.2) X 1.05 
(c) 先進的労働方式学校の場合
旋盤工
8.3 
T= .~ I~~ ~ -:~- ~\ '" ~~ =0.108年=1. 30 カ月
12 (89.3-83.2) X 1.05 
組立工
8.3 T= ----:;九九九""..-. ........九 九い一一 =0.033年=0.40カ月
89.3 
126.6 
いずれの形態においても，教育訓練費用は「比較的短期出で回収されている。
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またあらためて3 うまでもなく，企業の技術装備水準と労働者の熟練水準が一致しているこ
とは生産発達の 1 つの条件である。だが現実には，ソ連邦でも，労働者の技能水準が技術進
(75) TaM me. 
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歩の要求に必ずしもついていっていないのであり，このことは広く認められている。例えば，
レニングラードの工業企業では， 1965~66年だが，つぎのような結果がでている。すなわち，
労働者の技術水準が労働の複雑度の高まりに後れているのであり，等級が高くなればなるほど
その「差」が拡大しJ11 る。
表11 レニングラード、の工業企業において自己の等級が作業の
等級に一致している労働者の比重(1965~66年)， % 
労働者の等級と 作業の等級
作業等級の一致度 2 3 4 5 6 
作業の等級に後れている 3.4 34.9 41. 7 50.6 56.3 
作業の等級に一致している 88. 7 57.5 51. 2 41. 9 39.0 
(出典) COJl;Oa品HO・3KOHOMD司eCKDe rrp06JIe阻 TpYAa
Ha rrpOMLIillJIeHHOM rrpe瓦rrpOßTOO ， HaYKa, 1979, 
CTp.181. 
乙のような状況を克服し科学技術進歩の要求に一致した熟練労働者を再生産していくために
は技能労働者の養成そしてその技能資格の向上が不可欠の条件であ♂企業内技能教育訓練の
意義もそ乙に集約できるであろ具現在では，教育が生産過程の一部分へと転化してい次
間 また，グワニシナ (E. rpHHH四Ha) も， 1962-72年l乙，工業において労働の複雑性が約21%高まり，労働
者の技能資格のそれが10%であった乙とを根拠として，同じ乙とを指摘している。 (CM. ， CO~Ha耳目0・IIKOHOM­
H'IeC阻e npo6JIe剛 paaBHTHß nepBO薗 npOH3BO耳目TeJIbHO画 C即日 ωR・ 06ll{eCrBa， cTp.150-151.) 
(7の 「技能資格の向上は技術進歩の要求に照応した技能労働者要員の養成にとって重要な意義をもっている叫
(TaM lKe, cTp.158.) 
(78) もちろん，企業内教育訓練には，当座の欲求のみを考慮して将来の展望に欠けている乙とをはじめとして
いくつかの欠陥 (CM. ， C. BaTLlmeB, YKaa. ∞司.， cTp.85-100) があり，その改善策が講じられてきている。
例えば，技能資格向上訓練に関して云えば，それらの形態が①その多様性ゆえにお互に重なりあう乙ともあ
り，それが一定の明確性を欠きその指導を困難にしている，②技能資格向上という性格上訓練が狭く専門化
され，それが幅広いプロフィールの労働者の養成を妨げている，③技術教育と理論教育が必ずしも充分に結
合されず，技術(実地)教育にウエイトがかかりすぎている，④教育訓練を指導する指導者の選択と配置が
充分にお乙はわれていないなどの欠陥が認識され (CM. ， 10，江戸poBCKHß H 即y. ， YKaa.ω'1.， CTp. 279) ，教育
訓練への総合的なシステムズ・アプローチの適用の必要性が強調されその方向にすすんでいる。「労働者の
技能資格向上へのシステムズ・アプローチとは，教育プロセスの組織的統一，その多様な形態を相互に関連
させながら計画的l乙利用する乙と，統ーした万法論にもとづいて学習を組織する乙と，知識と生産経験の胃
得l乙一定の一貫性と系統性を保証すること，を前提としている叫 (OCHOBLI Hay'lHoﾟ  opraHHa間四 TpYAa Ha 
npeAnpHßTHH, cTp.180.) 
側 「教育が，科学技術革命のもとで，生産過程の最も重要な要素の 1 つへと転化している叫(CO~HaJIbHO­
IIKOHO阻司eCKHe !lpo6四MLI TpYAa Ha npOMLlmJIeHHOM npeAPHßTHH, HaYKa, 1979, CTp. 181.) 
